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委員氏名   廣安 知之  

【評価１】内部質保証システムの実効性について 

・ 東洋大学の内部質保証システムは、実質的に機能しているといえるか。 

・ 特に、教学中長期計画の推進プロセス（学長ヒアリングや提言の効果）は、学部・研究科・センター組織等の活動や

成果を生み出すことに良い影響を与えているか。 

・ 学生の学習成果を適切に把握し、３ポリシーの実現に向けて活用できているか。 

  

 本項目に設定された３つの問いに対して、東洋大学の取組は概ね高く評価できる。内部質保証システム

は全学的に整備され、実際の運用もなされており、特にデータを活用して学生の学習成果を把握し、３ポ

リシーの実現に接続する仕組みが構築されている点は重要である。 

 一方で、「実質的に機能しているか」という観点からみると、PDCA サイクルのうち、Plan および Do

の段階については着実に進展しているものの、Check および Action の段階については、すべての組織・

活動において十分に展開されているとは言い難い。報告書においても指摘されている通り、改善活動が組

織横断的かつ継続的に循環している状態にはなお課題が残されている。この意味において、現時点では

「実質的に機能している」と断定するよりも、「機能しつつある発展段階にある」と評価するのが適切で

ある。 

 また、各学部・研究科に自己点検評価活動推進委員会が設置されているが、その位置づけや教授会との

関係性については必ずしも明確ではなく、組織運営上の整理が求められる。ただし、こうした点は制度の

本質的な有効性を損なうものではなく、むしろ全学的に統一された枠組みのもとで内部質保証システム

が構築され、実装されている点を重視すべきである。 

 さらに、本評価にあたっては、制度の整備・運用状況にとどまらず、大学を取り巻く環境変化の中での

位置づけを踏まえる必要がある。日本の私立大学は、創設期および高度成長期を経て、現在は人口減少お

よび AI 技術の進展という大きな転換期に直面している。こうした中で、東洋大学の取組は、単なる内部

質保証の枠組みを超え、将来の大学像を見据えた変革の基盤として機能している点が評価できる。今後、

東洋大学がさらに発展するためには、１）他大学と比較して代替不可能な建学理念、２）財務基盤の健全

性、３）収入の安定構造、４）今後の社会に要請されている教育の改革と実施、５）国際化・リカレント・

社会人教育などによる大学進学者の拡大が必要であると考えられる。内部質保証システムは、これらの課

題に対して戦略的に対応するための基盤として、今後さらに高度化されることが期待される。 

 学長ヒアリングも、全 95 組織すべてに対して実施されており、これは学長が各組織に対して問いを掲

げる活動であると位置づけられる。このような取組は、校祖である井上円了氏が展開した「田学活動」に

も通底するものであり、大学の理念を現代的に再解釈しつつ組織運営に接続する試みとして、高く評価で

きる。実際に、教学中長期計画の推進プロセスにおいても、各組織の活動や成果の創出に一定の好影響を

与えていると認められる。 

 また、「未来を哲学する、東洋大学」というミッションは、他大学と比較しても独自性が高く、代替不

可能な理念である。この「哲学する」という営みを、当たり前を問い直し、本質を捉え、それを次の行動

へと接続するプロセスと捉えるならば、これは内部質保証の本質とも合致するものである。 

 一方で、今後の発展に向けては、こうした「問い」を学長からのトップダウンにとどめるのではなく、

各組織が自律的に生成し、相互に検証し合う仕組みへと発展させていくことが重要である。その際には、
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既に整備されているデータ基盤を活用し、エビデンスに基づいた問いの設定と改善活動を一体的に推進

することが求められる。 

 以上より、東洋大学の内部質保証システムは、全学的に整備・運用され、一定の成果をあげている一方

で、改善サイクルの深化および自律的な問いの生成という点において、さらなる発展の余地を有している

と評価する。 

 

【評価２】教育 DX 推進基本計画の進捗について 

教育 DX 推進基本計画の実行により、特に以下の３つは、学生主体の学び（Learning Journey）に繋がる

特長ある取り組みとなっているか。 

・ 「東洋大学公式アプリ」を活用した学びの羅針盤 

・ 「総合知」教育による学習者本位の教育（「総合知アプリ」による学びのデザインを含む） 

・ 新学年暦（13＋2）によって生み出される多様な学び 

 

 東洋大学の教育 DX 推進基本計画は、デジタル技術および制度設計を組み合わせることにより、「学生

一人ひとりが物事の本質に迫って深く考察する主体的な学び（Learning Journey）」の実現に向けた基盤

を構築しつつあると評価できる。特に、本評価項目で挙げられている３つの取組は、それぞれが学生の主

体的な学びを促す中核的な機能として設計されている。 

 

（１）「東洋大学公式アプリ」を活用した学びの羅針盤   

 本アプリは、学生が自身の学習到達度や履修状況を可視化し、自らの現在地を認識することを可能とす

る点において、自己省察を促す基盤として機能している。これにより、学生が自ら学びを振り返り、次の

履修計画や目標設定へと主体的に行動する契機を生み出していると評価できる。また、学修支援の情報が

一元的に統合されることにより、大学生活全体の満足度向上にも寄与していると考えられる。 

 一方で、本アプリは完成形ではなく、継続的な改善を前提とした発展途上のシステムである。特に、学

習データの提示にとどまらず、それが具体的な行動変容へと結びついているかについては、今後の検証が

求められる。また、大学全体を一つの「OS」と捉え、アプリをそのインターフェースとして機能させる

という方向性をさらに発展させることが期待される。 

 

（２）「総合知」教育による学習者本位の教育   

 「総合知」教育は、AI 等の技術を活用しながら、学生が自らの興味関心や潜在的な志向に気づき、専

門分野を横断した学びを設計することを可能とする点において、学習者本位の教育を具体化する取組で

ある。学部・キャンパスといった従来の枠組みを越え、学生が自律的に学びを構成する行動を引き出して

いる点は高く評価できる。 

 一方で、本取組は導入初期段階にあり、継続的なコンテンツの拡充および参加学生の裾野拡大が今後の

課題である。また、この取組は学生主体の学びの実現にとどまらず、現代の大学が直面する社会人教育や

リカレント教育の拡充、さらには学びの多様化を通じた新たな学生層の獲得にも資する可能性を有して

いる。 
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（３）新学年暦（13＋2）によって生み出される多様な学び   

 新学年暦の導入により創出された柔軟な時間構造は、学生に対して教室外での多様な学び（留学、イン

ターンシップ、ボランティア等）に挑戦する機会を提供している。特に、T-Weeks の導入は、学期開始

前に学修計画を主体的に設計する契機となり、学びに対する意識の転換を促す仕組みとして評価できる。 

 さらに、この時間的余白は、各学部が独自の教育プログラム（企業調査実習、合宿型教育等）を展開す

る原動力ともなっており、組織的な教育改革を誘発する効果も認められる。一方で、T-Weeks やオンデ

マンド授業における学修の質保証および学習成果の把握については、現時点では十分な方法が提示され

ておらず、今後の重要な課題である。 

 

 以上の３つの取組は、それぞれが独立した施策ではなく、「可視化（アプリ）」「探索（総合知）」「時間

設計（13＋2）」という異なる側面から学生の Learning Journey を支える構造を形成している。このよう

な統合的設計は、教育 DX の本質を踏まえたものであり、高く評価できる。現段階では、これらの仕組み

が「設計されている状態」から「学生の行動変容および学習成果の向上として実証される状態」への移行

途上にある。今後は、各施策の効果をエビデンスに基づいて検証し、改善へと接続する仕組みを確立する

ことが求められる。 

 

 以上より、東洋大学の教育 DX 推進基本計画は、学生主体の学びを実現するための先進的かつ体系的

な取組として評価できる一方で、その実効性をさらに高めるためには、学習成果との接続および継続的改

善の仕組みの強化が必要である。 
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委員氏名  宮原 京子  

【評価１】内部質保証システムの実効性について 

・ 東洋大学の内部質保証システムは、実質的に機能しているといえるか。 

・ 特に、教学中長期計画の推進プロセス（学長ヒアリングや提言の効果）は、学部・研究科・センター組織等の活動や

成果を生み出すことに良い影響を与えているか。 

・ 学生の学習成果を適切に把握し、３ポリシーの実現に向けて活用できているか。 

1. 実質的に機能しているといえるか 

・ 3 つのポリシーを起点とした PDCA を昨年よりも深化した形で全学的に浸透するための様々な取り組みが行わ

れていることは大いに評価できる。 

・ 特に、仕組みを構成するにあたり、その基盤となる考え方が学生を中心に据えたデザインであり、また、教職員

が上下関係を超え、共通の目標である「学生の成長」のために協働する文化が醸成されつつあるとの印象を受

けた。 

・ また、昨年度の改善提言を受け、評価の仕組み（シートや方法論など）の改善に引き続き取り組み、教職

員の負担軽減につながりかつ、プロセスの質と均霑化に資する方向性であると評価できる。 

・ 一方、各個別プロジェクトの経過や成果からは、目標設定のあり方、プロジェクトのマイルストーンの管理の在り

方など、まだばらつきがあり、また、それらいわゆるプロジェクトマネジメントスキルの濃淡、偏在の解消が道半ばで

あることが示唆される。 

・ 今後の提案としては、目標設定がすでに「実施」ではなく「成果」となっているプロジェクトについては、単なる「成

果」ではなく、学生の学習効果に結び付く目標設定の在り方を、また、プロジェクトの進捗自体に課題のあるも

のについては、まずはプロジェクトマネジメントにのっとった目標設定、KPI の洗い出し、マイルストーンの設定、な

ど一律のプロセスをあえて導入し、マネジメント手法になじんでもらうような、多層化のアプローチがあってもよいと

思われる。 

２．教学中長期計画推進プロセスについて 

・ 学長による対話型の定期的な進捗管理プロセスは、類を見ない画期的な取り組みであり、企業で言えば、トッ

プマネジメントのコミットメントと熱量の重みを浸透させ、大学が進化し続けなくてはならないカルチャーの醸成に

貢献していると評価できる。 

・ のべ 170 時間を超える時間を費やし、プロジェクト一つ一つを丁寧にレビューし、現状把握を超えた「目標の相

互理解」と「計画の上方修正」を行うコミュニケーション機会として機能していると評価した。 

・ 目標設定も「学生の学習効果」、すなわちアウトカムにつながるかに取り組み、一部のプロジェクトでは明確にそ

の成果が表れつつある。 

・ 評価項目の精査や、進捗管理プロセスの負担を軽減しつつ、よりインパクトのある成果につなげられるか、全学

共通指標と学部固有指標を整理するなど、さらに一歩進んだ取り組みが求められる。 

３．３ポリシーの実現に向けて活用できているか 

・ TOYO Data Portal や GPA の可視化など、日本の大規模大学として、意欲的なエビデンスベースの改善課

題の特定、意思決定、効果の検証ができる仕組みが整っており、これらのデータが蓄積されることで、さらに 3 ポ

リシーをどう有機的に連携させた取り組みを推進できる素地ができ、大きな可能性を感じる。 

・ また、これらのデータが学生個々人で参照できることで、意欲のある学生が積極的に自分の学びの現在地を理

解したうえで、さらなる学習のデザインができる仕組みが整っている。 
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・ 課題としては、教職員側では、カリキュラムや入試の仕組みなどに有機的に活用するためには、この膨大なデー

タをどう分析するか、どう解釈して、取り組むべき課題を特定するか、大学全体でのスキルとプラットフォームづくり

が引き続き求められる。例えば、データから自動でインサイト（洞察）を提示する AI 補助機能や、専門のアナ

リストによる各学部への伴走支援なども今後検討できるのではないか。 

・ 学生側の課題としては、これらの個々人のデータを学生が参照する比率がまだ 40％弱にとどまることを鑑み、

教育 DX の取り組みとともに、さらなる設計や活用のユーザーインターフェースの見直しや、学生側の意識改革

が必要である。 

・ 今後については、教職員側がカリキュラムや入試制度などを有機的に結びつけるための管理データのさらなる活

用について、特に具体的に年度別にどこまで達成するのか、Breakdownして目標を設定し、フォローすること。 

学生側は、そもそも、さまざまな目的で存在しているアプリを一元化し、東洋大学に入学してから卒業するま

で、必須のアプリとして個々人が履修や成績をフォローできる仕組みを構築してはどうか。 

・ さらには、卒業後もその後のキャリアをフォローできるアルムナイのツールも検討してはどうか。 

 

【評価２】教育 DX 推進基本計画の進捗について 

教育 DX 推進基本計画の実行により、特に以下の３つは、学生主体の学び（Learning Journey）に繋がる

特長ある取り組みとなっているか。 

・ 「東洋大学公式アプリ」を活用した学びの羅針盤 

・ 「総合知」教育による学習者本位の教育（「総合知アプリ」による学びのデザインを含む） 

・ 新学年暦（13＋2）によって生み出される多様な学び 

１． 学生主体の学びが DX の仕組み（公式アプリおよび総合知アプリの活用を含め）によって推進されているか 

・ 3 万人を擁する大規模大学において、学習の個別化、主体的選択を可能にする、革新的なツールとして DX を基

盤に推進する方針は、国内の他の多くの大学との差別化となりうる画期的な取り組みであり、その先見性に敬意を

表する。 

・ 特に、公式アプリによって、学習の進捗を自ら確認でき、大学一括の必要な情報の配信、対話型の仕組みなど、デ

ジタルネイティブ、AI リテラシーの高い世代である学生がなじみやすく、根底に 3 つのポリシーの実現を目指した取り

組みといえる。 

・ 特筆すべきは、2025 年度に始まった総合知の取り組みであり、文理・所属学部を超えた、学際的な学びの機会の

提供は、これからの社会の多様なニーズに対応する先進的な取り組みであり、希望する学生の選択を支援する AI

を活用したシミュレーターやナビゲーターなど、開始するにあたってしっかりと準備してきたことがうかがえた。 

・ 一方、課題としては、1）アプリの活用度の改善、2）総合知の取り組みのさらなる推進である。1）のアプリの活用

については、公式アプリがまだ、情報取得ツールの位置づけであり、学生が入学してから卒業するまで、東洋大学で

在籍し学び活動するための必須ツールとして位置づけられていないことが影響しているのではないか。DX のさらなる

推進という意味では、海外の多くの大学がすでに取り入れている Learning Management System の個別化に

より、学生から見て、履修の際の設計やシミュレーション、学生生活にかかわる各種手続き、情報収集や、就職相

談まで、AI と対話しながら学生生活を設計し日々をマネージできるプラットフォームとしてデジタルキャンパス・ハブに深

化させ、必須のツールとして位置づけることを検討するべきである。 

・ また、総合知の取り組みはまだ始まったばかりであり、今後活用した学生の事例が蓄積されることで、さらなる進展が

あることを期待するが、一方で、利用した学生が 10％未満であったことを鑑み、学生のインセンティブになるような仕

掛け、また、学生がその価値を真に理解できるよう、さらなる広報、情報提供、きっかけづくりを行っていくべきと考え
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る。 

・ また、総合知の取り組みは、ダブルメジャーやマイナーメジャー（副専攻）に一部通じるものがあるが、大学としてそう

いう履修の形態に取り組むかも、議論を深めてはどうか。 

・ これらについては、海外の大学の取り組みなども参考に、Pros & Cons を分析し、Brush-up することも検討できる

のではないか。 

２． 新学年暦によって生み出される新たな学びについて 

・ 学生が主体的に多様な学びに挑戦できる「余裕のある学年暦」のデザインが、「学生の成長を約束する」内部質保

証の優れた設計として高く評価できる。これは社会の要請にも合致した学びの「戦略的な空白」ともいうべき取組で

ある。 

・ また、経営学部の「企業調査実習」、国際観光学部の「地方での就業体験」、情報連携学部の「ハッカソンへの参

加」など、新学年暦を有効活用する具体的な事例が生まれており、今後の展開が期待される。 

・ こうした先進的な決定は、東洋大学の価値をさらに高め、差別化できる有効な取り組みと評価できる。 

・ 一方、具体的な取り組み事例は、まだ一部にとどまっているため、今後多様な事例が集積されることを期待する。 

・ 今後は、新たな学年暦で生み出された時間を、正課・課外に限らず、むしろ融合し、授業での学びだけでなく、ボラ

ンティアやインターンシップでの活動も評価に取り入れることを検討する、例えば、オープンバッジやマイクロクレデンシャ

ルとして認定するなど、大学外にも広げ、質を担保する仕組みの検討が必要ではないか。 

・ また、オンラインとリアルの組み合わせは、科目や求める学習成果によって、多様性があってよく、特にオンラインによる

授業や、録画による復習、AI を用いた質問への対応など、教員側の負担軽減につながり、かつ学びの質を保証し、

さらに高めることができるよう、一部は試行錯誤しながら、知見を蓄積することが重要である。 

 

総括 

・ 教育 DX による学生の学びの個別最適化や進捗確認による質の保証の一方、教員が DX に関連するスキルを身

に着け活用することで、効率的かつ質の高い学びを提供できることを実感することが、意識変革には何より重要と考

える。 

・ ベースとなる基盤は整いつつあり、明確な方向性も示されていることから、今取り組んでいくことを着実に実行する一

方、定期的に成果を点検し、取り組み内容を取捨選択するなど、継続的な変革が求められることを共通認識として

共有することも重要。 

・ 先進的な取り組みが、東洋大学の価値の差別化につながり、学生のみならず企業からも注目されるよう、積極的に

内外に広報を行うことも推奨する。 

 



2025年度自己点検・評価活動及び
教育DX推進基本計画に関する報告書

2026年1月30日
東洋大学大学評価統括本部

東洋大学デジタル活用推進委員会
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外部評価において、評価いただきたいこと

3

1. 内部質保証システムの実効性
● 東洋大学の内部質保証システムは、実質的に機能しているといえるか。
● 特に、教学中長期計画の推進プロセス（学長ヒアリングや提言の効果）は、学部・研究科

・センター組織等の活動や成果を生み出すことに良い影響を与えているか。
● 学生の学習成果を適切に把握し、３ポリシーの実現に向けて活用できているか。

2. 教育DX推進基本計画の進捗
● 東洋大学教育DX推進基本計画の実行により、特に以下の３つは、学生主体の学び

（Learning Journey）に繋がる特長ある取り組みとなっているか。
i. ｢東洋大学公式アプリ｣を活用した学びの羅針盤
ii. 「総合知｣教育による学習者本位の教育(｢総合知アプリ｣による学びのデザインを含む)
iii. 新学年暦（13＋2）によって生み出される多様な学び



第１章
内部質保証体制と教学中長期計画との関係

4目次スライドに戻る

#


内部質保証に関する全学的方針

5

〇内部質保証を推進するための基本的な考え方

1. 本学の建学の精神、目的及び各学部・研究科が掲
げる教育目標等並びに諸活動の方針の実現に向
け、教育研究をはじめとする大学の諸活動並びに
組織及び運営について、自主的かつ自律的に自己
点検・評価を行い、教学マネジメントのもとで、
教育研究水準の向上に資する改革を推進する。

2. 全学における内部質保証の推進を担う組織（全学
的内部質保証推進組織）は、大学評価統括本部と
し、その下に学部及び研究科ごとの自己点検・評
価活動推進委員会を統括する全学自己点検・評価
活動推進委員会（以下、全学委員会）、その他の
諸委員会、各部局の自己点検・評価体制との連携
を図り、全学的な観点に基づき、必要な連絡調整
及び提言（フィードバック）を行い、教育研究及
び諸活動の企画、運営、検証、改善・向上の一連
のプロセスの一層の充実を図る。

3. 自己点検・評価活動の実施にあたっては、自己点
検・評価活動の客観性及び妥当性を高めるため、
外部評価を行うよう努める。

4. 自己点検・評価活動をはじめとする内部質保証推
進の状況について、社会的公表を行う。

5. 教育の質保証について、組織内の意識の醸成と涵
養を図るとともに、学生の成長及び教育研究力の
向上に資するよう、教職協働のもとで、学内の有
機的な連携関係を形成する。

〇内部質保証を推進するための組織の権限・役割等

1. 全学的内部質保証推進組織である大学評価統括本部
の下に、学部・研究科ごとの自己点検・評価活動推
進委員会を統括する全学委員会を置き、全学委員会
の下に学部・研究科ごとの自己点検・評価活動推進
委員会を組織し、自己点検・評価活動を推進する。

2. 学部・研究科ごとの自己点検・評価活動推進委員会
は、教育目標、「卒業の認定及び学位授与に関する
方針」、「教育課程の編成及び実施に関する方針」
及び「入学者の受入れに関する方針」に基づく教育
活動について自己点検・評価活動を組織的に行い、
その結果を全学委員会に報告する。

3. 全学委員会は、学部・研究科ごとの自己点検・評価
の状況について相互評価（ピアレビュー）を行うと
ともに、大学評価統括本部に自己点検・評価結果を
報告する。

4. その他の諸委員会及び各部局は、大学評価統括本部
の下で、自己点検・評価活動を行い、その結果を大
学評価統括本部へ報告する。

5. 大学評価統括本部は、全学的な観点に基づき、自己
点検・評価活動を行った組織等に対して、提言
（フィードバック）を行い、改善活動を促進する。
また、学部及び研究科の自己点検・評価活動につい
ては、教学の自主的、自律的な内部質保証を推進す
る観点から、全学委員会から提言（ フィードバッ
ク）を行うことを可能とする。

〇内部質保証を推進するための手続き・運用

1. 全学的内部質保証推進組織である大学評価統括本
部の業務、権限、その他運営に関しては、「東洋
大学大学評価統括本部規程」に定める。

2. 学部・研究科ごとの自己点検・評価活動、その活
動を統括する全学委員会の業務、権限、その他運
営に関しては、「東洋大学自己点検・評価活動推
進に関する規程」に定める。

3. その他の諸委員会及び各部局における自己点検・
評価活動については、大学評価統括本部の下に、
各部局と連絡調整を図り、相互評価を行うことを
目的と した部会を設け、各組織の協力のもとに
進める。

4. 評価基準については、大学設置基準及び大学院設
置基準並びに大学基準協会が掲げる大学基準に基
づく点検・評価項目等を考慮する。

5. 内部質保証推進体制については、関係組織と連携
しながら、継続的、組織的に検証・改善を行い、
最適化を図る。



 内部質保証のポイント

■全学的内部質保証推進体制
学長を本部長とする｢大学評価
統括本部｣が教学と法人が一体
となったガバナンス

■学生を中心に据えた質保証
・全95組織(学部･研究科･セ
ンター等)が3ポリシーや中長
期計画等に基づき、自律的に
PDCAサイクルを回す

・各組織の自己点検･評価結
果を｢大学評価統括本部｣に集
約。本部長(学長)は、中長期
計画の推進や教育研究活動の
さらなる充実を目指し、全学
的な観点から｢全体最適｣をも
たらす提言を行う

・学長ヒアリング(年3回)を
実施。各組織と｢成果につな
がる本質的な問い｣を投げか
け合う建設的な対話を丁寧に
重ねることで、形式的な報告
に留まらない、実効性ある検
証と改善を繰り返し続ける

6

https://www.toyo.ac.jp/assets/academics/SystemDiagram-pdf202504.pdf


評価サイクルと諸施策との関係

2028年度に第４期機関別認証評価（大学基準協会）を受審予定である。これに向け、法人・教学の各計画
との整合性を下記のロードマップのとおり整理し、受審に備えている。

7

自己点検・評価 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028

学部・研究科 認
証
評
価

・中期計画の策定・運用、ローリング
・3P・カリキュラム・教員組織等の評価（学部・研究科のみ） ・認証評価準備

認
証
評
価

全学委員会部会

大学運営・財務部会 ・大学運営及び財務に係る評価

外部評価 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

【参考】大学施策等 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028

認証評価 受審 ― ― ― 改善報告 ― ― 受審

法人中期計画 TOYO GRAND DESIGN TGD 2020-2024 TGD 2025-2029

教学中長期計画

長期計画 2017-2023

中長期計画 2024-2028中期計画 2020-2023

短期計画 短期 短期 短期

カリキュラム 2021カリキュラム 2025カリキュラム

キャンパス移転・
組織再編

赤羽台C　2学部5学科開設 ― ― 改組（完成年度） ― ―
朝霞C　学部改組・移転 ― ― ― 改組（完成年度） ―
川越C　新学部開設、改編等 ― ― ― ― ― ― 改組

旧：教学中長期計画 新：教学中長期計画中 期 計 画

評価サイクル
旧：評価サイクル

新：評価サイクル策定期間
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1
３万人のLearning Journeyを支える新しい
教育の姿（かたち）の創造
 学生一人ひとりが物事の本質に迫って深く考察
し、哲学する学びの旅を続ける力をつける。

4
ブランドとなりうる連携・共同研究を促進
 研究により新しい価値を生み出し、社会的課題解決に
貢献することで、東洋大学のブランド力を高める

2
多様な学生の課外活動及びキャリア形成へ
の支援
 多様な個性を活かしてキャリアを展望し、柔軟に
社会で活躍できる学生を育成する。

5
特色あるリカレント教育の推進と社会貢献活動
の拡大
 多様な方法で学び直すことができる東洋大学リカレン
ト教育モデルを創る

3
SGU×SDGsによる国際教育の推進
 SGUで培った知識・経験を基に、国際的課題の解
決に参画できる学生を育てる。 6

多様性ある教員組織の拡充と教職協働の強化
 総合大学としての多様性を強みとして、教職協働によ
り人類の幸福のために奮闘する伝統を堅持する。

150周年を見据えた教学中長期計画の基本方針

※2024年度より教学中長期計画として計画期間を
　下記の通り定義した。
　　長期計画：2024～2033年度
　　中期計画(前期)：2024～2028年度
       中期計画(後期)：2029～2033年度

  哲学し、科学する力が地球社会の未来をつくる
  ダイバーシティが連携を生み、協働が改革を支える

未来を哲学する、東洋大学

大学全体としてのKPIは設定せず、３ポリシーの策定単位（学科・専攻等）と全学組織が上記のゴールに向けた計画を自立的に立案する。



従来、散在していた関連書式（中長期計画書､自己点検･評価報告書､FD計画書等）を2024年度よりGoogleス
プレッドシートに集約。これにより、３ポリシーを起点とするPDCAサイクルが一貫性を持って機能するよ
う刷新した。（14学部48学科､15研究科36専攻､全学センター11組織の計95組織が策定）

9

Plan/Do Check

Action/Feedback

中期計画の進捗管理：
目標・具体的方策・評価指標・ロードマップを明確化

カリキュラム点検・評価：
カリキュラム点検・評価を同シート内で行い、中期計画の
履行と3ポリシーに基づく点検評価をセットにして進捗管理

PDCAサイクルを一体化する本学独自の評価シートの活用

学長からの提言：
学長からの提言を同シート内を示し、
計画の推進力を高める

【刷新による成果】
・ 記述内容の大幅削減と要点の明確化
・ 進捗管理と情報共有の効率化
・ 実質的な改善活動に注力する仕組み
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学長ヒアリングによる”学部等との徹底した対話” 教育力強化特別予算（学長施策）による支援

・学長ヒアリングとして計画の相互理解や妥当性確認
　のため、準備も含め170時間以上を費やし、徹底した
　対話にこだわった。学部長、学科長、各学部の自己
　点検・評価活動推進委員長、関係事務局との目線合
　わせを行い、計画の可能性、進捗、課題点を深く掘
　り下げた。

・現状把握に留まらず、教学基本方針、目標の相互理
　解を促進し、計画の上方修正やロードマップの精緻
　化を行う、重要なコミュニケーションの機会として
　いる。

・中長期計画の推進に資する、学部、学科、センター
　組織の意欲的・独創的なプロジェクトを特別予算で
　支援。

・2025年度実績：採択件数42件/採択額：67,466千円

・主な支援例
　①経済学部：国際経済学科ゼミナールIにおけるグ
　　　　　　　ローバル人材基礎力強化
　②国際観光学部：国際観光プランニングコンテスト
　③就職・キャリア支援部：哲学教育とインターンシップ

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

35件
31件

40件
42件

66,717千円 70,476千円 71,334千円 67,466千円

「対話」による質的評価と「教育投資」による改革推進

全95組織
約170時間

https://sites.google.com/toyo.jp/edu-support/
https://sites.google.com/toyo.jp/edu-support/home/%E7%B5%8C%E6%B8%88%E5%AD%A6%E9%83%A8
https://sites.google.com/toyo.jp/itm/application/%E5%9B%BD%E9%9A%9B%E8%A6%B3%E5%85%89%E3%83%97%E3%83%A9%E3%83%B3%E3%83%8B%E3%83%B3%E3%82%B0%E3%82%B3%E3%83%B3%E3%83%86%E3%82%B9%E3%83%88?authuser=0
https://sites.google.com/toyo.jp/toyo-career-philosophy/%E3%83%9B%E3%83%BC%E3%83%A0/%E5%93%B2%E5%AD%A6%E6%95%99%E8%82%B2%E3%81%A8%E3%82%A4%E3%83%B3%E3%82%BF%E3%83%BC%E3%83%B3%E3%82%B7%E3%83%83%E3%83%97


学長からの提言

・改善･向上に向けた
具体的な提言
（フィードバック）

学長ヒアリング

・進捗把握
・成果･課題の確認と
深掘り

各組織の
改善アクション

・計画の見直し
・予算要求（学長施
策の検討含む）
・体制変更等

成果

・学生の成長
・教育の質の向上

建設的な対話による質保証のサイクル

11

第2章では、このサイクルが実際に機能した事例、進捗が芳しくない事例を紹介する。



内部質保証体制にかかる現状認識

● 学生を中心に据えた内部質保証を推進するために、｢内部質保証に関する全学的方針｣その他
全学的方針を定め、毎年、教学全組織に示している。

● 学部では４年周期のカリキュラム改訂にあわせ、３ポリシーの見直しを図るとともに、学部
・研究科・全学センター組織の計95組織が毎年自己点検・評価活動を実施している。

● 教学による中長期計画を教学改革の原動力として捉え、計画の進捗管理と３ポリシー･カリ
キュラム点検等の評価をあわせて、自己点検・評価活動として位置付け、フォーマットの工
夫を図り、最適化と効率化は図っている。

● 各組織の評価結果に対して、大学評価統括本部長（学長）は学長ヒアリング（中長期計画の
進捗把握/予算/人事の年3回）を行うとともに、各組織に「提言」を付すことでさらなる高
度化や改善を促している。

12

上記の定形的なサイクルを毎年循環させ、相応の時間をかけているものの、「成果があがっているか
（いないか）」を踏まえ、内部質保証体制やその機能において、どのような見直しが必要かという検
証が十分にはできていない。



第２章
中長期計画の進捗管理からみた内部質保証機能

(提言やヒアリング、その他制度が機能しているか。)

13目次スライドに戻る
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中長期計画のロードマップ・評価指標・目標の設定について

14

● 各組織の中長期計画における目標設定、ロードマップ、評価指標、年度目標・実績等
の管理は、各組織の自主性を促すため、以下の通りとしている。

● なお、評価指標について定性的・定量的の評価指標のどちらを用いるかは、計画の特
性を考慮し、学部学科等の組織の主体的な判断に委ねている。
※各組織の「中長期計画＆評価シート」はこちらよりご参照ください。

　
中期目標 学生にどのような成長をもたらすかを軸に、当該計画の具体的な目標を設定すること

ロードマップ 年次でどのような活動をしていくのか、可能な限り具体的に記入すること

評価指標
学生にどのような成長をもたらすかを軸に、できる限り評価しやすい指標を設定し、目標の達成状
況や成果の把握に活用すること

年度目標・実績 上記評価指標に対する目標を年度ごとに設定し、毎年実績を確認すること。

評価
毎年度末に進捗状況を把握するとともに、学長ヒアリングや学長からの提言を踏まえ、ローリング
や計画の見直しをすること

https://sites.google.com/toyo.jp/jikotenkoukai2024/?pli=1


具体的な計画の把握状況①

● 学部学科の中長期計画【達成度の高い計画】
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文学部教育学科
人間発達専攻

計画の概要：３万人のLearning Journeyを支える新しい教育の姿の創造

【計画項目】
・学修成果・成績状況を踏まえた学習指導の
充実。

・単位僅少者面談の実施

・長期欠席者と丁寧な学生指導により退学・
原級の未然防止

【学長ヒアリング・提言内容】
・コロナによる行動制限解除により、
学生の主体的な活動を期待し、学生の
成長に資するよう、教員との対話、学
生同士の対話が創出されるように教育
活動を実践するように。

【成果・結果・課題点】
・連絡がついた学生への単位僅少者面談の実施率
　目標80%　→　実績100%　

・計画項目の達成状況は順調であり、以降も本件
への取組みは勢いを維持する。

・対象者に対し、所定の期間以外にも時間を設定
して対応し、全員に面接を実施する事ができた。

国際学部グローバル
イノベーション学科

計画の概要：３万人のLearning Journeyを支える新しい教育の姿の創造

【計画項目】
・教育DX推進基本計画に描いたオンキャン
パス・オフキャンパスを活用した教育

・対面授業においてオンライン授業とオンデ
マンド授業を組み合わせた、対面授業回数削
減のための試行

【学長ヒアリング・提言内容】
・教育における国際色の豊かさは維持
しながらも、学生一人ひとりの力を更
に伸ばすことができるよう、学生の国
際性と自主性を尊重しながら、教育上
の企画を実施するように。

【成果・結果・課題点】
・目標：試行科目数１科目
　実績：試行科目数３科目　

・2026年度より新たに全学的に導入する13+2制度
の先駆的取組みとして、早期から施行実施するこ
とができた。



具体的な計画の把握状況②

● 学部学科の中長期計画【達成度の高い計画】
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経済学部経済学科 計画の概要：３万人のLearning Journeyを支える新しい教育の姿の創造

【計画項目】
・学習成績指標や成績状況に基づき、学科独
自のサポートデスク等の対面あるいは非対面
での指導期秋を提供する。
　対象学生に面接指導機会を確実に提供す
る。Eラーニングも積極的に活用する。

【学長ヒアリング・提言内容】
・より多くの学生が少人数教育の恩恵
を受けられるよう工夫し、成績不審者
に対するサポートを積極的に展開し、
学内の好事例となる様に。

・経済学部らしい、定量的かつ具体的
なアウトカム指標を設定するように。

【成果・結果・課題点】
・目標250名　→　実績402名　達成率160％

・達成率は非常に高いが、学部が独自に運営する
学修支援体制を利用した学生を計上するに留まっ
ているため、その後の成績変化について検証でき
るように期待したい。

経済学部国際経済
学科

計画の概要：SGU×SDGsによる国際教育の推進

【計画項目】
・学部学科ごとの特徴ある国際教育の展開

・学科所属学生に対する留学セミナーや海外
研修の実施

【学長ヒアリング・提言内容】
・各組織の施策においては事業継続性
を考慮し、特定の人物に固定化せぬよ
う「属人化しない仕組み」として制度
設計する様に。また、海外研修は高額
となるため、学生負担を考慮する様
に。

【成果・結果・課題点】
・学長ヒアリングにおいて「業務の属人化」と海
外研修における学生負担を軽減するため、研修先
をローテーションに。

・米国、中国、欧州、アジアを中心とし、アジア
は毎年新たな国を選定する計画が見られる。



具体的な計画の把握状況③

● 学部学科の中長期計画【達成度の高い計画】
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理工学部機械工学科 計画の概要：３万人のLearning Journeyを支える新しい教育の姿の創造

【計画項目】
・デジタル技術+機械工学の理念を念頭に牽
引力のある優秀な技術者となる学生を育成す
るための実習科目の実施

【学長ヒアリング・提言内容】
・学生の学びの質保証を軸に、他キャ
ンパスの先行事例を参考にするよう
に。

・履修者が多い授業＝学生のニーズが
あると理解できるので、コース数を増
やすことで多くの学生に受講の機会を
提供すること。

【成果・結果・課題点】
・目標40名　→　実績63名　達成率158％

・達成率が約1.5倍を上回り、目標は達成してい
る。

・教材の都合上、履修者制限を行っている。授業
開講上の都合で上限数一杯まで学生を受け入れて
いる。

生命科学部生体医
工学科

計画の概要：３万人のLearning Journeyを支える新しい教育の姿の創造

【計画項目】
・資格取得プログラムにおける学外実習等の
充実

・第２種ME検定、ITパスポート、基本情報
処理技術者、統計検定2級等の諸資格の取得
者数の増加

【学長ヒアリング・提言内容】
・資格取得支援について学生支援策を
充実させるように。

・また、同項目については学長施策へ
のエントリー（格上げ）も検討する様
に。

【成果・結果・課題点】
・目標5名　→　実績18名　達成率360％

・実績値が目標値を大きく上回っており、高い達
成率となっている。理系学部における資格取得の
重要性について数値結果を残している。他の資格
等の展開を期待したい。

https://megijutu.jp/cebe2/


具体的な計画の把握状況④

● 学部学科の中長期計画【達成度の低い計画】
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文学部教育学科
人間発達専攻

計画の概要：３万人のLearning Journeyを支える新しい教育の姿の創造

【計画項目】
・資格取得プログラムにおける学外実習等の
充実

・特別支援学校往還型教育実習の実習助手等
を雇用し、対外的交渉や学生指導における現
場との往還を強化する。

【学長ヒアリング・提言内容】
・学生の主体的な活動により、学生の
成長に資するよう、教員との対話が創
出されるように。

・学長ヒアリングを受け、ロードマッ
プ等の評価指標を丁寧に設計する様
に。

【成果・結果・課題点】
・実績値未設定（進捗＝「遅れ気味」）

・特別支援学校往還型教育実習における助手を採
用しようと学部執行部と協議したところ、規則の
改正が必要であることが判明し、その後、当該規
則を改正するような動きは見られていない。

理工学部建築学科 計画の概要：計画の概要：３万人のLearning Journeyを支える新しい教育の姿の創造

【計画項目】
・大人数教育から少人数教育による対話型、
議論型教育へ展開

・少人数教育が達成できていない授業科目に
おいて適正な人数での授業運営を行う（受講
生数150名以下に）。

【学長ヒアリング・提言内容】
・学生の学びの質保証を軸に、先行し
て改革が進む他キャンパスの先行事例
を参考に川越キャンパス全体の在り方
を検討すること。学長ヒアリングを基
に目標、評価指標を精緻化・具体化す
ること。

【成果・結果・課題点】
・目標10%　→　実績0％　達成率＝0%

・150名以上の授業において受講人数を分散させる
ため、非常勤講師の採用を試みるが、教室数の関
係もある、教室棟の新設の予定はあるが、ハード
だけでないカリキュラム運用に係る制度等の見直
しを期待したい。



具体的な計画の把握状況⑤

● 学部学科の中長期計画【達成度の低い計画】
●
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食環境科学部健康栄養学科 計画の概要：３万人のLearning Journeyを支える新しい教育の姿の創造

【計画項目】
・管理栄養士養成校として管理栄養士養成を
実施しているため、国家試験の合格率向上の
ための学習指導方法を充実指させる。

・管理栄養士国家試験合格率の向上

【学長ヒアリング・提言内容】
・学修成果の把握の一環として、管理
栄養士試験の合格率を用いると共に、
管理栄養士試験の合格とその後の進路
を踏まえ、４年間の過ごし方と学生指
導の充実について丁寧に検討し具体化
すること。

【成果・結果・課題点】
・目標：全国平均以上
　実績：全国平均以下　（進捗＝「遅れ気味」）

・全国平均を下回っており、2024年に新設した朝
霞キャンパスの学科であるが、指導する教員の充
実のほか、具体的方策は見えていない。

総合情報学部総合情報学科 計画の概要：SGU×SDGsによる国際教育の推進

【計画項目】
・独自のSDGs活動の実践

・SDGsアンバサダー登録の働きかけを行
う。留学生アンバサダーの積極的受入れを行
う。

【学長ヒアリング・提言内容】
・学生の成果に何をもたらすかを重視
し、目標、評価指標、ロードマップを
修正するように。

・学内の各センター組織と特に連携し
て進める様に。

【成果・結果・課題点】
・目標：SDGsアンバサダーへの登録　10名
　　　　SDGsイベントへの参加人数　 3名
　実績：登録、参加共に0名

・実績0であり、制度周知不足に留まっており、
改善方策を見いだせていない。

https://sites.google.com/toyo.jp/volunteer/top/toyo-sdgs


具体的な計画の把握状況⑥

● 学部学科の中長期計画【達成度の低い計画】
●
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食環境科学部フードデータ
サイエンス学科

計画の概要：３万人のLearning Journeyを支える新しい教育の姿の創造

【計画項目】
・学修成果や成績を踏まえた学修指導の充実
（データ活用を含む）

・学生ポートフォリオを活用した個別指導を
行う。

・学生の単位取得状況およびGPAを把握し、
不得意分野の単位修得を促す。

【学長ヒアリング・提言内容】
・1クラス10名程度という少人数教育の
設計について、準備・コース運営の効
率化を図る様に。

・学修成果測定指標の設計と活用は高
等教育推進センターと連携し、キャリ
ア展望とセットで学修指導にあたるよ
うに。

・学科独自の施策（食堂プロジェク
ト）ではデータ分析を積極的に取り入
れ、正課授業との連動性を考慮したう
えで体系的な学習プログラムの一環と
なる様に運営すること。

・入試状況を客観的に捉え、入試改革
に係る独自計画を策定すること。

【成果・結果・課題点】
・目標：無（評価指標の検討に留まる）
　進捗＝「遅れ気味」

・学生のゼミ配属にGPAを利用する等、学修成果
の数値の利用は行っているが、学生ポートフォリ
オの活用や、学修成果の分析結果を用いた、学生
指導は実施できていない。

【計画項目】
・教育DX推進基本計画に描いたオン、オフ
キャンパスを活用した教育。

・新設学科（2024）として完成年度に向けて
各科目の教育効果測定を行う。

【成果・結果・課題点】
・目標：無（評価指標の検討に留まる）
　進捗＝「遅れ気味」

・学生の満足度調査のためのフォーマットを作成
して調査を実施する、としているがその後のアク
ションには至っていない。

・入試状況を考慮した改革が進んでいない。

https://www.toyo.ac.jp/about/gakuhou/backnumber/275_04_progress/index.html
https://www.toyo.ac.jp/about/gakuhou/backnumber/275_04_progress/index.html


具体的な計画の把握状況⑦
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社会学部メディアコミュ
ニケーション学科

計画の概要：産学連携によるメディアコンテンツ政策・発信プロジェクト

【計画項目】
・2024年度までの「最新メディア体感プロ
ジェクト」の実績の拡大発展版。「講義」
「実技」「体験型プログラム」を連動させ教
育効果を発揮させ学外へ発信。

【学長ヒアリング・提言内容】
・学生の主体的な活動がなされるよう
に、学生の成長に資するよう、対話が
創出されるように教育活動を実践する
ように。

・学生に何をもたらすかを軸に計画等
の進捗を評価すること。

【成果・結果・課題点】
・目標：履修登録者数　10名
　実績：履修登録者数　80名　達成率：800%

・応募者数が予定人数を大幅に超過したため、3
コース80名体制で運営する。今後は学生の製作物
の「質」に拘った評価を取り入れる事を検討。

● 学長施策（教育力強化特別予算）【達成度の高い計画】

生命科学部
[学部共通]

計画の概要：持続可能な未来社会を築くSDGs活動を促進する学生リーダー育成イニシアティブ

【計画項目】
・SDGs活動による地域貢献

・国際的SDGs活動への参加

・地域のニーズを調査し、地域のSDGs活動
に貢献する。

・年度横断的な持続可能なSDGs活動を実現
する。

【学長ヒアリング・提言内容】
・企画の認知度向上や参加者数増加の
ための広報に工夫が必要なのは明らか
だが、学生を導いていく仕組みについ
ては熟考が必要。

・ターゲットとなる学生層を見定め
て、その層にアプローチするように。

【成果・結果・課題点】
・目標：SDGs活動件数　3件
　実績：SDGs活動件数　5件　達成率：167％

・東洋朝霞共創リーダーズの地域連携による5件
の活動もSDGs活動と位置付けている。
・達成率が高く、次年度以降の目標値の上方修正
が期待される。

https://sites.google.com/toyo.jp/soc/dmdc/media_project
https://sites.google.com/toyo.jp/flsc/news#h.du5z07adhsr5
https://www.toyo.ac.jp/club/asaka/circle/detail/?id=1190


具体的な計画の把握状況⑧
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法学部法律学科 計画の概要：各種資格試験対策講座の拡充

【計画項目】
・各種資格試験対策講座の拡充

・司法書士、行政書士、宅建、社労士等の対
策講座を学生のニーズに合わせて開講する。

【学長ヒアリング・提言内容】
・難関資格合格に向けた学生のモチ
ベーションアップのための仕組みづく
りについて、学部で考える支援策等に
ついて熟考するように。

・学生に何をもたらすかを軸に計画等
の進捗を評価すること。

【成果・結果・課題点】

・目標：開講したかどうか
　実績：準備のための議論のみに留まった

・目標があいまいなため、進捗把握が困難。外部
企業に委託しての講座であるため、教員の関与、
学部としての教育効果が測定が難しい。

● 学長施策（教育力強化特別予算）【達成度の低い計画】

健康スポーツ科学部
健康スポーツ科学科

計画の概要：「東洋大学健康スポーツ科学科アルバルクカレッジ（仮）」の開催

【計画項目】
・授業科目において、バスケプロチームのア
ルバルク東京と提携し、プロスポーツクラブ
の運営全般について実践的に学ぶ。

・スポーツ経営を実践的側面から学習し学生
のキャリア指導の一環とする。

【学長ヒアリング・提言内容】
・自治体や地域との連携を通じた活動
を展開し、東洋大学全体の理解に繋が
るような活動を期待する。

・学生への細やかな学習指導が実施さ
れるよう、組織的に取り組むこと。

【成果・結果・課題点】
・目標：計画・実施
　実績：計画・申請
　進捗＝順調、次年度方針＝現行を維持

・目標の設定にはほど遠く、大幅な考え方と企画
の再設計を要する。→計画変更となりました。



中長期計画の進捗管理における現状認識
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● 評価指標の策定については、各学問分野や計画の特性を考慮し、定性的/定量的指標の選択は、学部・学科等の主体的な判断
に委ねている。評価指標の設定状況の例は、以下のとおりである。

● 計画の初年度(2024年度)に実施した学長ヒアリングでは、策定された中期計画が｢学生の成長｣｢組織の成長｣に直結しているか
を主眼に置き、目標や評価指標の妥当性を重点的に確認した。この対話を通じて、学長から具体的な改善提言を行い、各組
織に対して計画の見直しを促した。

定性的評価指標（主に制度や仕組みづくりの計画） 定量的評価指標（具体的なアクションがある計画）

具体的
・対話型、議論型教育のための教員のスキル向上
・学生が主体的にルーブリックを活用して、自己の学びを評価できる

・ゼミ履修率　　　　　・２年終了時と４年終了時のTOEICスコア
・教職希望者受講率　　・先行履修制度利用学生数　　
・プログラム履修者数　・外部資金獲得数

あいまい

・実際に開講したか　　　　　・該当者の困難の明確化
・実際に見直しが行われたか　・運営体制の構築
・検討の実施　　　　　　　　・可能な限り実施
・実施方法、内容の決定

・多様性に配慮した採用実施数　　・１件以上
・インターンのニーズの把握調査実施回数
・認識不足件数　　　　　　　　　・会議数
・会議での呼びかけ回数　　　　　・検討数

● 現状の評価指標（KPI）は｢学生の成長｣に繋がっているかを把握する指標となっていない。このことは、本学が目指す、学生を
中心に据えた内部質保証が機能しているかという点において、課題であると認識している。

● 中長期計画の中間評価を見据え、評価の焦点を｢活動したかどうか｣ではなく、｢教育インパクト(学習成果)｣へと移行し、あわせ
て学長からの提言についても、より具体的な成果を問う形式へと転換を図る。

● 一方で、各組織の自律的なマネジメントを促す観点から、学長の提言のみに依存しない(トップダウンになりすぎない)仕組みを
構築したいが、具体的な方法（インセンティブや組織的な動機付けの手法等）については、今後検討していく必要がある。



第３章
学習成果の可視化とエビデンスに基づく内部質保証機能

(学生の成長を捉える仕組みは有効に機能しているか。)

　　　　　　　①学修成果測定指標の活用

　　　　　　　　  ②TOYO date portalによる教学データ提供とオーダーメイドでのデータリクエスト分析

　　　　　　　　  ③中長期計画の進捗管理以外の自己点検・評価

　　　　　　         ④各学部等における外部評価の実施

24目次スライドに戻る

#


学修成果の測定に関する基本方針

●学修成果の測定に関する基本方針
ディプロマ・ポリシーに示した各項目の達成状況を測定することを基本とし、授業科
目の成績評価(以下、グレード・ポイント)及び全学的に実施している学生の資質、能
力等を測定している指標や学科等の独自の測定指標を用いることで、総合的、多面的
に評価するものとする。

（ア）授業科目のグレード・ポイントを用いる
カリキュラムを構成する授業科目と学修成果の関連性を検証するため、学修成果測定
指標には各授業科目のグレード・ポイントを用いることを基本とする。測定に際して
は、ディプロマ・ポリシーに求める能力要素と授業科目との関係性を示す対応表を各
学科等において作成し、それに基づいてグレード・ポイントを集計する。

（イ）グレード・ポイント以外の全学で測定している指標を用いる
学科等の判断でTOEIC等の英語のプレイスメントテスト、学生アンケート、PROGテ
スト等を活用し、グレード・ポイント以外の測定指標を加える。

（ウ）学問分野に即した独自の測定指標を用いる
学科等の判断で、全学で実施している測定指標以外に、より学問分野に即した独自の
測定指標を用いる。卒業研究(論文)等のルーブリック評価の結果や、学科等が独自に
開発する卒業認定試験、進級テストのほか、学修成果の獲得に関連する外部試験のス
コア、その他資格の合格、留学実績やインターンシップ実績、TGLポイント等、学科
等の判断においてさまざまな測定指標を組み合わせ、学問分野の特性を活かした多面
的な測定指標を用いる。

（エ）学科等や学生個人が学修成果の測定結果を総合的に把握できるようにする。

（ア）～（）による測定結果は、表、グラフ等を活用して総合的に示す。 25

　　授業科目の成績（ｸﾞﾚｰﾄﾞ･ﾎﾟｲﾝﾄ）

　　全学で実施・測定している指標

　　学問分野に即した学科等の独自指標

1

2

3

※各指標はDPの各項目に対応する

基本方針に基づき、学修成果測定指標は下記の3つの指標で構成



学修成果測定指標の活用①

● 各学科が策定したディプロマ・ポリシーに基づく学修成果測定指標を可視化するため、2021年度より専用シス
テムを導入。これにより、DP達成状況や各指標の推移、学年・入試種別ごとのGPA分布状況等を定量的に把握
・分析することが可能となっている。

● 各学科では、毎年の自己点検・評価活動の一環として、可視化されたデータの把握と検証機会を設けている。
分析結果をカリキュラム検討、授業科目や教育手法の見直し、成績評価の妥当性検証など、学習成果の把握と
活用をFDと位置付けて実効性を高めている。

● なお、大学院においては学部の運用方針を踏まえつつ、専攻及び課程の専門性や特性に応じた独自指標を策定
し、授業科目及び研究指導の改善等に活かすこととしている。

26

【例：経済学部経済学科】



● 2022年度より、学生が自身の学修状況をリアルタイムで把握できるよう、公式アプリを通じて「GPA推移」
「学科内GPAポジション」「DP達成状況」の可視化を実現した。

● 学期ごとの成績発表時に、学生自らが学修成果を確認することで、自身の到達度を客観的に省察し、次期
の履修計画や学修目標の策定に主体的に活用できる環境を整備している。

学修成果測定指標の活用②

27



●データリクエスト分析

〈ねらい〉
カリキュラムをはじめ、教育、学生支援の充実施策の検討、入試方
式や進路実績の検証等に活かすことを目的に、各学科からのリクエ
ストに応じて、オーダーメイドでのデータ分析支援を実施。

TOYO date portalによるデータ提供とデータリクエスト分析

●｢TOYO date portal｣にて教学に係る各種データを提供

学内の教学データを集約・提供する「TOYO Data Portal」を運用
し、エビデンスに基づく迅速かつ的確な意思決定を支援。主に、以
下の役割を担っている。

（学生の今を知る）
公式アプリから得られる学修行動ログをはじめ、学生に関する最新
情報を可視化。各種会議や検討の場で、学生の現状を即座に把握で
きる環境を提供している。

（情報の集約と効率化）
散在していた学内の各種統計資料を一括管理。データを探す手間を
大幅に削減し、全ての教職員が共通のエビデンスに基づいて議論に
専念できる体制を整えている。

（分析の深化） 
「より深い分析が必要」「特定の切り口でデータを確認したい」と
いった各組織固有のニーズに応えるデータリクエスト機能を完備。

28



中長期計画の進捗管理以外の自己点検・評価について①

中長期計画の進捗管理に加え、大学基準協会の評価基準等に準拠し、｢３ポリシー｣｢カリキュラム｣｢学生の
受け入れ｣｢教員・教員組織｣等について、全学的な点検を行っている。

29

文学研究科国際文化コミュニケーション専攻（大学院）の例 理工学部応用化学科の例

各組織の自己点検・評価結果(中長期計画＆評価シート)は、こちらよりご参照ください。
リンク：https://sites.google.com/toyo.jp/jikotenkoukai2024/?pli=1

経営学部経営学科

https://sites.google.com/toyo.jp/jikotenkoukai2024/?pli=1


外部評価の実績

● ｢自己点検・評価活動推進に関する規程｣に基づき、学部･研究科に対し、自己点検･評価活動の客観性･妥
当性を高めるため、中期計画の実施期間等を踏まえ、外部有識者から意見を聴くことを義務付けている。

● 学位プログラムレベルにおける外部評価は、３ポリシーに基づくカリキュラムや自己点検･評価結果に対
し、外部有識者から多角的な視点を得ることを目的としている。具体的には、｢入試･カリキュラム･キャ
リア｣という一連の教育プロセスの観点から、伸長させるべき強みや、改善を要する課題を抽出･明確化
し、得られた提言を中長期計画やカリキュラム運営、教育改善へと反映させる体制を構築している。

30

【経済学部】
受審年度：2023年度
評価結果（要旨）：
入試での数学必須化やリメディアル教育による数学ケア、GPAの
活用、副査制による卒論の質保証が高く評価された。一方で、学
生へのDP説明やカリキュラムマップに沿った履修の検証、ゼミ
非必修学科での履修支援強化が課題として指摘された。入試面で
は、方式と個々の学生の成長の関連性を検証する必要性が指摘さ
れた。キャリア面では、学生が学修成果を誇りを持って語れる支
援が求められた。各学科の特色を活かしつつ、学部としてのまと
まりを維持し、相互に改善し合える環境作りを継続することが期
待されている。

【経営学部】
受審年度：2025年度
評価結果（要旨）：
1年次の導入教育や3年間にわたるゼミ教育が「考える力」を養う
優れた体制として高く評価された。また、経営トップによる講義
などの実学的なキャリア支援も学部の強みとなっている。
課題としては、経営学科で導入された入試の数学必須化を巡り、
実社会での数学の重要性と未受験者へのフォローのあり方が議論
された。また、学科間の柔軟な連携維持や、第2部における経済
界と協力した新たな支援策の検討、第一志望でない学生の意欲向
上などが指摘された。これらの意見を反映し、社会に貢献する
「有為な人材」の育成をさらに推進することが期待されている。

【直近の外部評価実績】

https://www.toyo.ac.jp/assets/academics/reg-jikoten.pdf


学修成果の活用に係る現状認識

現状分析と課題

● 現在、各学科においてDPと紐づく科目のGP（グレードポイント）の平均をレーダーチャート化
し、DPという人材養成の目的の達成状況を可視化している。しかし、当該データの把握のみで
は、具体的な改善アクションには繋がりにくい。

● 一方、科目群ごとのGPのばらつきや、入試方式とGPAとの相関などの検証の場合、カリキュラ
ム、入試方式等の検証など、具体的な改善活動に繋がりやすい傾向にあることも確認されてい
る。

実質化に向けた方向転換

● 従来の「学修成果の測定に関する基本方針」は、指標の策定方法に留まっており、「いつ、どの
データを用いて、どのような改善に用いるか」といった具体的な活用方針が明確でなかった。

● 今後に向けて、新たに「(仮称)学修成果測定結果の活用方針」を策定し、具体的なデータ活用例
を示し、各組織における標準的な自己点検・評価活動のエビデンスとして用いるように仕組みを
構築し、内部質保証の実質化を加速させたい。

● 活用方針について、あくまでも例示として次ページにイメージを示す。
31



「学修成果測定結果の活用方針」（素案）

32

項目 検証内容・方法 頻度 改善アクション

カリキュラム検証 ・科目群GPA（科目群の成績のばらつき）
・必修科目GPA
・初年次科目コース別GPA
・異常値（S評価のみ、D評価のみなど）

毎年 ・コース数見直し
・シラバス見直し
・クラス分け方法見直し
・共通テキストの検討
・CPの見直し　など

入試検証 ・入試方式×GPA
・高校ランク×GPA
・英語外部試験利用入試×GPA

毎年 ・入試の教科の見直し
・推薦比率の見直し
・APの見直し

DPの到達度検証 ・DP×GPのレーダーチャート
・学科独自指標の達成状況
・進路先、取得資格状況

2年に一度、またはカリ
キュラム改訂の2年前から
毎年

・コース制の見直し
・準正課等の教育プログラム
の検討
・学科再編等の検討
・DPの見直し　など



第４章
教育ＤＸ推進基本計画の進捗

33目次スライドに戻る

#


東洋大学教育DX推進基本計画について

● 2020年4月以降、新型コロナウイルス感染症対策をきっかけに、学生の教育研究活動維
持のために、次の４つの観点から

　　「東洋大学教育DX推進基本計画」を策定した。

● 本計画は５つの計画から構成され、本稿では計画１・計画２に絞って詳述する。

計画１：入学から卒業まで一貫した教育情報のデータ統合とAI解析結果の最適活用
計画２：オンキャンパスとオフキャンパスの学習スタイルの高度化と多様化
計画３：建学の精神の具現化を目的としたリカレント教育の世界展開（国内地域含む）
計画４：学生の成長を中心に据えた体系性あるFD・SDプログラムの構築と学内業務の断捨離

計画５：デジタル活用推進本部による推進体制と外部人材を取り入れた評価体制
34

● ポストコロナ対策として、対面・非対面授業における授業設計の研究
● ICT活用推進施策、施設・設備に関する環境整備等の支援体制の充実
● 学士課程教育における質保証の為の高度な授業改善
● カリキュラムマネジメントを目的とした対面・非対面授業に関するFDの体系化

今回の評価
対象

https://www.toyo.ac.jp/academics/improve/vision/dx/plan/


２．計画１：入学から卒業まで一貫した教育情報のデータ統合とAI解析結果の最適活用

35

計画１



　前頁のイメージ図における「CLMS（Campus Learning Management System）アプリ」は、2021年に開発した「スマート

フォンアプリ（東洋大学公式アプリ）」と「学修成果確認システム」を指しており、前者においては以下の機能により入
学から卒業までデジタルを通じて学習過程をサポートする。

36

〔東洋大学公式アプリの機能〕
　　  
　　　　   ・My Journey AIによる４つのキャラクターとの日常対話を通じ、学生の問いを深めながら履歴を残し自己省

察を促す

・TOYO Discover イベントや学生体験につながる各種情報の周知機能＜ポスター形式表示＞

・TOYO Calendar 大学学年暦や運動部スポーツ試合スケジュール、各種窓口時間帯等の予定をスマホで閲覧でき
るようポータル化

・TOYO Navi 学修成果確認システム、各種FAQや情報ソースへのアクセス学生視点で逆引き的に網羅

・TOYO PASS 本人確認QR表示、入場管理チェクイン、読み取り後の履歴管理などの入退出機能

・TOYO Info 配信対象を限定し、特定の学生に対するお知らせ機能・11言語の翻訳

・Class 履修に関する情報、時間割、講義メモ、出欠記録、ToDo、休講情報のプッシュ通知など

計画１：入学から卒業まで一貫した教育情報のデータ統合とAI解析結果の最適活用

https://www.toyo.ac.jp/academics/improve/vision/dx/application/
https://www.toyo.ac.jp/academics/improve/vision/dx/application/


計画１：入学から卒業まで一貫した教育情報のデータ統合とAI解析結果の最適活用

37

My Journey機能 TOYO Pass機能TOYO Discover機能 TOYO Calender機能



38



39



40

計画１：入学から卒業まで一貫した教育情報のデータ統合とAI解析結果の最適活用



計画１：入学から卒業まで一貫した教育情報のデータ統合とAI解析結果の最適活用

学修成果の把握と指導充実のためのデータ利活用の一環として、学修成果確認システムを用いて、
学生の履修指導や単位僅少者面談等に活用しており、学生個々の状況に応じた指導に活用する。

41

学科内のGPAポジション比較 DP毎の達成度学科内比較



計画１：入学から卒業まで一貫した教育情報のデータ統合とAI解析結果の最適活用

入学から卒業までのGPA推移のグラフ化

42

学生が自身のポジションや状態を把握し、教員は学生指導に活用する。



43

１．柔軟な学年暦の導入（13＋2） ２．「総合知」教育

計画２：オンキャンパスとオフキャンパスの学習スタイルの高度化と多様化

https://www.toyo.ac.jp/news/20250728-17872.html https://www.toyo.ac.jp/nyushi/about/convergence-of-knowledge/

https://www.toyo.ac.jp/news/20250728-17872.html
https://www.toyo.ac.jp/nyushi/about/convergence-of-knowledge/


柔軟な学年暦の導入（13＋2）

● 13+2とは、2026年度から新たな学びの機会の創出を目的として、授業期間を従来の各学期15週から13週
へと短縮し、残りの2回分に相当する授業をオンデマンド授業その他の方法で実施する。

● 授業期間を13週に短縮することで新たに生まれる時間(年間4週分)を活用し、「学生の多様な学びの機会
の創出」「学修指導の充実」「教員の研究活動の充実」を目指している。

44

● 「学生の多様な学びの機会の創出」
○ 余裕のある学年暦
○ 多様な学びの可能性(課外講座、研修･実習、

課題活動、海外渡航など)

● 学修指導の充実
○ 履修登録に先立つ授業内容の確認
○ オリエンテーション期間(｢T-Weeks｣)の拡充

● 教員の研究活動の充実

学年暦変更のねらい

https://www.toyo.ac.jp/assets/news/202604_schoolcalendar-pr.pdf


柔軟な学年暦の導入（13＋2）

2025年8月に開催した｢学長フォーラム｣では、学
校法人・大学の執行部・各学部長において新た
な学年暦を有効活用するための情報共有と指導
の可能性に関する意見交換を実施した。

【各学部の取り組み例】
　■　企業調査実習の実施（経営学部）　
    ■　地方での就業体験の推進（国際観光学部）
　■　プログラミング、ハッカソンイベントへの参加
　　　（情報連携学部）
　■　学会、シンポジウムにおける積極的な研究発表支援
　　　（食環境科学部）
　■　ゼミ合宿を通じた論理的対話力の育成（生命科学部）
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東洋大学公式アプリPR隊（本学学生）が学長イ
ンタビューに臨みました。新たな学年暦の魅力
について、ぜひご視聴ください。

ウェブリンク：
https://www.toyo.ac.jp/assets/academic
s/improve/attempt/fdsd/president_foru
m/forum2025.pdf

https://www.toyo.ac.jp/assets/academics/improve/attempt/fdsd/president_forum/forum2025.pdf
https://www.toyo.ac.jp/assets/academics/improve/attempt/fdsd/president_forum/forum2025.pdf
https://www.toyo.ac.jp/assets/academics/improve/attempt/fdsd/president_forum/forum2025.pdf
https://www.toyo.ac.jp/assets/academics/improve/attempt/fdsd/president_forum/forum2025.pdf
https://sites.google.com/toyo.jp/13plus2


「総合知」教育
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総合知教育履修状況（2025年度春学期）(1/2)
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2025年5月9日学部長会議資料

● 新入生のうち734名（9.3%）が、キャンパスを越えて、
全学基盤教育科目・全学共通教育科目を履修。

● 特に、イブニングの学生は 194 名となっており、新入生
の 18.4%程度が履修した。

履修の実例①
● 文学部 日本文学文化学科(第1部)(白山)の学生

➢ 川越開講の「数学」をオンデマンドで受講
● 経済学部 経済学科(第2部)(白山)の学生

➢ 赤羽台開講の「地域マネジメント」を対面で受講
● 国際学部 国際地域学科 地域総合専攻(白山)の学生

➢ 川越開講の「データサイエンス概論」をオンライ
ンで受講

● 生命科学部 生命科学科(朝霞)の学生
➢ 白山開講の「社会学入門」を対面で受講

計画2関連

https://drive.google.com/file/d/1Tk-LjZNLPxXW6OuKD1IaxUXW61Rv2s9K/view


履修の実例②

総合知教育履修状況（2025年度春学期）(2/2)
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計画2関連



総合知アプリ等アクセス状況（* 教職員を含む）
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4/15(火)時点

（春学期履修登録終了時点）
9/17(水)時点

新入生サイト 「授業のしくみ」動画再生回数 7,676回 8,016回

総合知アプリ*

アクティブユーザー数
（ログイン不要のトップページ・Collection画面に
　アクセスしたユーザー含む）

4,754 5,816名

ログイン者数 1,947名 2,185名

動画①（総合知紹介）再生回数 817回 1,289回

動画②（アプリ紹介）再生回数 654回 999回

Simulator利用回数 832回 958回

Navigator利用回数 1,727回 2,150回

AI履修情報検索
アシスタント*

利用回数 874回 1,180回

公式アプリ
投稿Journey*

投稿回数（80文字以上） 1,551回 4,571回

計画2関連

https://youtu.be/Un-Vxp474TI
https://toyo-ck.web.app
https://youtu.be/q4Vn6dWKghM
https://youtu.be/JxjiMoYnZjo
https://ai-course-assistant.web.app/
https://ai-course-assistant.web.app/


３．教育DX推進基本計画におけるアウトプット指標/アウトカム指標の達成状況について

● 教育DX推進基本計画においては、デジタルを活用した学修者本位の教育の実現と大学
全体の高度化・質保証に寄与するため、主要な計画である「計画１」および「計画
２」において、それぞれアウトプット指標とアウトカム指標を設定している。

● アウトプット指標では学生のシステム利用状況等を測定し、学生が自身の学修到達度
を客観的に捉えることができる「学修成果システム」へのアクセス状況等の向上を測
る事としている（GPAポジション・DP毎の達成度）。

● アウトカム指標においては、これらの取組みが学生の成長にどれだけ影響を与えた
か、例えば大学に対する全般的な観点からは「東洋大学に満足しているか」、教育の
観点からは「授業評価アンケートの結果を踏まえて、本学の授業運営が学生にとって
良かったかどうか」を測定している。

● 次ページ以降で詳細を報告する。
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【計画１】
①アウトプット指標：公式アプリを経由して、学生自身のGPAポジションの確認や学習計画上のアドバイスコメ　
ントの閲覧者数

（目標）全学部生の70％
（実績）2025/12/23現在

            　38.2%
　　　　（約30%不足）

３．教育DX推進基本計画におけるアウトプット指標/アウトカム指標の達成状況について
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年度 学生数 閲覧率

2022 29,695 27.6%

2023 29,958 41.7%

2024 30,592 45.4%

2025 31,311 38.2%

27.6%
41.7% 45.4% 38.2%

目標未達



３．教育DX推進基本計画におけるアウトプット指標/アウトカム指標の達成状況について
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【計画１】
②アウトカム指標：在学生アンケートで取得している学生満足度「東洋大学に満足していますか。」の向上
（目標）前年度よりアップすること
（実績）大学全体の集計結果は下表のとおり

2019年度
回答　8,326名

2021年度
回答　11,522名

2022年度
回答　6,750名

2023年度
回答　6,784名

2024年度
回答　4,643名

１．満足している。 31.0 % 34.4 % 39.7 % 45.7 % 50.8%

２．やや満足している。 48.8 % 47.5 % 47.4 % 43.6 % 40.9%

３．あまり満足していない。 14.1 % 13.9 % 9.5 % 8.2 % 6.7%

４．満足していない。 6.1 % 4.2 % 3.4 % 2.6 % 1.6%

満足・やや満足合計 79.8% 81.9% 87.1% 89.3% 91.7%

「満足している」「やや満足している」の合計　89.3%　→　91.7％（2.4%　）昨年度は2.2%の上昇

※2020年度は新型コロナウイルス対策を目的とした調査としたため、大幅に設問を変更したため対象外とする。 目標達成



３．教育DX推進基本計画におけるアウトプット指標/アウトカム指標の達成状況について
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【計画２】
　①アウトプット指標：非対面授業（オンライン授業）の開講状況
　　　（目標）非対面単位認定科目の開講数　5％程度
　　　（実績）2025年度における学部・大学院の集計結果は下表のとおり

課程 コース数 前年同期比 非対面コース数 非対面授業率

学部 12,824 +9 536 4.2%

大学院 2,248 +59 146 6.5%

合計 15,072 +68 682 4.5%

2024年度 4.3%　→　4.5％（0.2%　）　微増ではあるが0.5%不足

目標未達



３．教育DX推進基本計画におけるアウトプット指標/アウトカム指標の達成状況について
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【計画２】　
　②アウトカム指標：授業評価アンケート結果のうち非対面単位認定科目の経年比較
　　　（目標）目標：授業のわかりやすさ、学習内容の理解、到達目標の達成のポイントが前年度より通年で
　　　　　　　　　　上昇すること。
　　　（実績）2024年度（通年）と2025年度（春学期）における比較
　　　　　　　※2025年度通年分（秋学期）については３月中旬に公表　　　　　結果詳細は本学HPにて公開

目標達成

　授業評価アン
ケートにおいて、
同時双方向・オン
デマンド授業がDX
を活用したうえ
で、学修者本位で
実施されているか
を検証。同時双方
向・オンデマンド
授業における総合
評価において、
2025年度が2024年
度を僅かに上回っ
た。

https://www.toyo.ac.jp/assets/academics/00_all2024s.pdf


３．教育DX推進基本計画におけるアウトプット指標/アウトカム指標の達成状況について

教育DX推進基本計画におけるアウトプット指標・アウトカム指標の達成状況のサマリー

アウトカム指標は達成しているが、アウトプット指標が達成できない傾向にある。 55

【DX計画１関連】
入学から卒業まで一貫した教育情報のデータ統合とAI解
析結果の最適活用

【DX計画２関連】
オンキャンパスとオフキャンパスの学習スタイルの高度化と多様化

アウトプット
指標

〇公式アプリを経由して、学生自身のGPA
ポジションの確認や学習計画上のアドバイ
スコメントの閲覧者数

目標：全学部生の70%　→　38.2％

　　　　　　　31.8%不足

〇非対面授業（オンライン授業）の開講状況

目標：非対面単位認定科目の開講数　5％程度　→　4.5%
　　　　　

                      0.5%不足

アウトカム指
標

〇在学生アンケートで取得している学生満
足度「東洋大学に満足していますか。」の
向上

目標：前年度よりアップすること　→　アップした

　　　　　　　2.4%超過

〇授業評価アンケート結果のうち非対面単位認定科
目の経年比較

目標：授業のわかりやすさ、学習内容の理解、到達目標の達成のポイント
が前年度より通年で上昇すること　→　2025年度春学期までの集計では上昇
した
　　　　　　　　

　　　　　　　　0.01ポイント超過

目標未達
目標未達

目標達成目標達成
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